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1. 概要 

添付書類「Ⅴ-1-1-4-2-10 設定根拠に関する説明書（代替燃料プール冷却系 代替

燃料プール冷却系熱交換器）」に記載のある容量（設計熱交換量）について補足説明を

記載する。 

2.  容量（設計熱交換量）の算出 

表 1に崩壊熱評価条件を，表 2に原子炉運転中の使用済燃料プールにおける使用済燃

料の通常最大熱負荷（崩壊熱）を示す。原子炉停止中は RHR系で冷却を行う。 

以上より通常最大熱負荷（崩壊熱）約 2.1MW を上回る 2.31MW としております。 

表 1 崩壊熱評価条件 

 原子炉運転中 

照射期間／1サイクル 14 ヶ月 

冷却期間／1サイクル 13 ヶ月 

停止期間＊1 30 日 

使用済燃料体数 1486 体＊2

評価日 運転開始直後 

注記 ＊1：過去の施設定期検査における発電機解列から併入までの期間の実績よりも

短い日数を設定した。 

＊2：使用済燃料プールの最大貯蔵量（2250 体）から１炉心分の燃料（764 体）

を除いた体数（1486 体）が貯蔵されているものとする。 

表 2 燃料取出スキーム（原子炉運転中） 

使用済燃料プール 

貯蔵燃料 
冷却期間 

燃料 

体数 

取出平均燃

焼度(GWd/t) 

崩壊熱 

(MW) 

8 サイクル冷却済燃料 8×（13 ヶ月＋30 日）＋30 日 142 体 45 0.047 

7 サイクル冷却済燃料 7×（13 ヶ月＋30 日）＋30 日 168 体 45 0.059 

6 サイクル冷却済燃料 6×（13 ヶ月＋30 日）＋30 日 168 体 45 0.064 

5 サイクル冷却済燃料 5×（13 ヶ月＋30 日）＋30 日 168 体 45 0.072 

4 サイクル冷却済燃料 4×（13 ヶ月＋30 日）＋30 日 168 体 45 0.085 

3 サイクル冷却済燃料 3×（13 ヶ月＋30 日）＋30 日 168 体 45 0.110 

2 サイクル冷却済燃料 2×（13 ヶ月＋30 日）＋30 日 168 体 45 0.161 

1 サイクル冷却済燃料 1×（13 ヶ月＋30 日）＋30 日 168 体 45 0.283 

施設定期検査燃料 30 日 168 体 33 1.214 

合計（使用済燃料及び施設定期検査時取出燃料） 1486 体 － 2.095 



3. 伝熱面積の設定

重大事故等時に使用済燃料プール冷却設備として使用する代替燃料プール冷却系熱交

換器の伝熱面積は，下記を考慮して決定した。 

(1) 必要最小伝熱面積

代替燃料プール冷却系熱交換器の必要最小伝熱面積は，設計熱交換量 2.31MW を

満足するための性能計算で求められる m2/個 とする。

必要最小伝熱面積は，設計熱交換量，熱通過率及び高温側と低温側の温度差の平

均値である対数平均温度差を用いて下記のように求める。

必要最小伝熱面積
6Ｑ 2.31 10

＝ ＝
Ｋ ΔＴ

2＝ ≒ m

Ｑ ：設計熱交換量（W） ＝2.31×106 （＝2.31MW）

Ｋ ：熱通過率（W/(m2･K)）     ＝

ΔＴ ：対数平均温度差（K） ＝  

（引用文献：「伝熱工学資料 改訂第 4版」（1986 年 日本機械学会））

(2) 公称伝熱面積

代替燃料プール冷却系熱交換器の公称伝熱面積は，下記より算出する。

１ ｐ

2

Ａ＝Ｎ Ａ

＝ ＝ ≒ m

Ａ１ ：公称伝熱面積（m2） 

Ｎ ：伝熱板有効枚数（枚） ＝

Ａp ：伝熱板１枚当たりの有効伝熱面積（m2） ＝

(3) 伝熱面積の設計値

代替燃料プール冷却系熱交換器の伝熱面積の設計値は，汚れによる性能低下を見

込み，公称伝熱面積に 10%の余裕を考慮し，下記のように求める。

伝熱面積の設計値 m2 は必要最小伝熱面積 m2 を上回っており，設計熱交

換量 2.31MW/個を確保できる。

1
Ａ’＝(1 - 0.1) Ａ＝0.9

2＝ ≒ m

Ａ’ ：伝熱面積の設計値（m2）




